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国民健康保険特別会計　平成３１年度予算決算の見込み【歳入】
H31決算見込
（単位:千円）

493,132

487,174

医療(現年) 296,520

後期(現年) 142,400

介護(現年) 41,410

医療(過年) 4,024

後期(過年) 1,865

介護(現年) 955

5,958

医療(現年) 3,120

後期(現年) 1,530

介護(現年) 1,100

医療(過年) 112

後期(過年) 54

介護(現年) 42

督促手数料 250

3,000

災害臨時特例補助金 0

国民健康保険制度関係業務事業費補助金 3,000

1,662,863

県補助金 保険給付費等交付金（普通）※ 1,622,150

保険給付費等交付金（特別）※ 40,713

基金利子 50

192,654

保険基盤(保険税分) 68,741

保険基盤(保険者分) 42,858

人件費 31,502

出産一時金 4,480

財政安定化 27,696

計 175,277

17,377

2,000

5,520

1,850

670

3,000

2,359,469

　○　歳出　

　　・平成31年度国保事業納付金の一般分は、平成31年1月15日付県通知　確定係数による算定結果に基づく

　　　収納率を98％と見込むと課税額は496,000千円･･･①

　　　現行税率による課税額は（基準日11.30）では435,910千円･･･②

　　★　②　-　①　＝　60,090千円　⇒　現年度課税額について、60,000千円の増額要

●　平成31年度決算見込みの国保税額及び国保事業費納付金について

　○　歳入

　　・現年度分国保税額について、決算ベースで486,080千円を担保する必要がある。【太枠部分の合計】

延滞金 国保税に係るものです。

雑入(第三者、返納金、指定公費等)

合　計

保険給付費等交付返納金

基金繰入金 国民健康保険基金を取り崩し繰り入れるものです。平成29年度末残高　62,137千円

繰越金 前年度会計からの繰越金です。

諸収入

一
般
会
計
繰
入
金

●保険基盤安定制度：低所得者を対象とした保険料（税）軽減相当額を国、県、市が公
費で補填する制度です。国(1/2)、県(1/4)負担金は、保険基盤安定負担金として一般会
計に交付されます。

 国民健康保険（賦課・徴収・資格・給付）関係職員に係る費用です。

支出分×2/3

国保会計の安定化のために一般会計から繰り入れるものです。

※法定繰入分といわれるものです。

市が支出する保険給付に対する交付金です。任意給付（出産・葬祭・結核等）分は除きます。

市町村での保健事業関係等に対する交付金です。
【保険者努力支援、特定健診負担金、都道府県繰入金（2号）】

財産収入

繰入金

使用料及び手数料 督促状送付に伴うものです。（1件100円）

国庫支出金

東日本大震災に伴う被保険者に対する保険税及び一部負担金の免除措置に係るものです。

県支出金

国庫補助金

平成31年度市町村国保システム改修に伴う国補助金です。

徴収金のうち医療給付分に充てられるものです。

徴収金のうち後期高齢者支援金分に充てられるものです。

徴収金のうち介護納付金に充てられるものです。対象：第2号被保険者（40歳～65歳未満）

前年度までに納付されなかった国保税分です。（滞納繰越分）

退職分 ●退職者医療制度：サラリーマンが高齢で退職した場合、退職後に国保に加入すること
が一般的ですが、医療の必要性の高まる時期に国保に加入することになり、その医療費
の負担は主として国庫と他の一般被保険者に依存することになり、その緩和策として昭
和59年10月に創設された制度です。この制度は被保険者の医療費の一部を被保険者保険
等の拠出金から賄う点が最大の特色です。この制度は前期高齢者医療制度の発足ととも
に新規適用が平成２６年度から停止され、最後の適用者が65歳に達する年度をもって廃
止となります。
●退職被保険者：国保の被保険者であって、65歳未満の方、原則として被用者年金の老
齢（退職）年金の受給権者〔通算老齢（退職）年金にあって加入期間が20年以上又は40
歳10年以上の者〕が対象となります。障害年金等の受給者で老齢（退職）年金の受給権
を有している者も含まれます。

内　　容 説　　明

国保税 国保事業に要する費用に充てられるための徴収金です。

一般分 （一般被保険者分）
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国民健康保険特別会計　平成３１年度予算決算の見込み【歳出】

H31決算見込

(単位：千円)

49,080

44,872

一般職給与 31,502

嘱託・臨時 1,615

一般管理事業 9,516

適正受診対策 1,149

連合会負担金 1,090

3,695

徴税事務費 3,695

嘱託・臨時 0

513

1,629,940

1,419,800

○ 一般療養給付費 1,380,200

○ 退職療養給付費 21,200

○ 一般療養費 12,700

○ 退職療養費 300

○ 審査支払手数料 5,400

202,150

○ 一般高額療養費 200,000

○ 退職高額療養費 2,000

○ 一般高額介護合算 100

○ 退職高額介護合算 50

6,720

1,050

○ 200

20

645,332

457,109

352

138,604

111

49,156

30,197

15,790

897

13,510

50

4,870

1,710

110

50

3,000

0 決算では０。

合　計 2,359,469

保険給付費等交付金償還金 前年度精算に伴う保険給付費等交付金の返還金です。

指定公費負担返還金
高齢受給者（70～74歳）に係る医療費について特例措置（2割→1割）が取られています。特例分
（1割）については国が負担するものですが、過誤等があった場合に返還するものです。

予備費

保険税還付金 保険税還付金に充てるものです。

還付加算金 保険税の還付加算金に充てるものです。

人間ドック
人間ドック受診に対する助成です。
対象者：35歳以上　補助金額：日帰り20,000円　1泊2日25,000円　5歳毎の節目30,000円

基金積立金

諸支出金

介護納付金分

保健事業

特定健診等 特定健診・特定保健指導に係る費用です。対象者：40～74歳

健康増進プログラム 医療費抑制のための健康増進、寝たきり予防の推進に関する費用です。

移送費 緊急的に入院、転院の必要性があって移送された場合に給付するものです。

結核給付金 被保険者が結核による療養の給付を受けた場合に被保険者が負担する額を給付するものです。

国民健康保険事業費納付金 【新】【H30からの制度改正に伴い県に納付するものです。】
県が医療給付費等の見込みを立てた上で、公費等の拠出で賄われる部分を除き、市町村
ごとに医療給付分、後期支援分、介護納付分について納付金額を決定します。市町村ご
との所得水準と被保険者数・世帯数により配分され医療費水準を反映させます。

一般医療給付費分

退職医療給付費分

一般後期支援分

退職後期支援分

医療費の1か月の自己負担額が限度額を超えた場合に、その超えた額を保険給付（保険
者が負担）するものです。

世帯内の国保加入者について、1年間に「医療」と「介護」の両方に自己負担があり、その額が自
己負担限度額を超えた場合、超えた額を保険給付（保険者が負担）するものです。

出産育児一時金 被保険者の出産に対して給付するものです。1件当たり420,000円（404,000円）

葬祭費 被保険者の死亡に伴い給付するものです。1件当たり30,000円

療養諸費 療養の給付について保険者として負担する額です。

療養費用（医療・薬剤等）の保険給付です。

柔道整復師、補装具の費用などの保険給付です。

レセプト審査に係る費用です。※審査は国保連合会

高額療養費

国民健康保険税の徴収事務に係る費用です。

臨時職員賃金（庶務課算定額）※徴税関係

運営協議会事務費 国保運営協議会に係る費用です。（委員報酬など）

保険給付費
保険給付に係る支出金の合計です。※○のものは費用を県からの補助金
（普通交付金）で賄います。

国民健康保険（賦課・徴収・資格・給付）関係職員に係る費用です。

臨時職員賃金（庶務課算定額）※資格・給付関係

事業の運営に係る一般管理費用です。

医療費適正化のためのレセプト点検費用です。

国保連合会への業務委託のための負担金です。

徴税費 　

内　　容 説　　明

総務費 国民健康保険事業の運営に係る費用です。

総務管理費

２


